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ある公立小学校における取り組みの総括と
今後の日本の教育への提言
松 崎 学1)
特定の公立小学校における取り組みとその成果が報告された｡当該小学校では,200Ⅹ年度から
教師が親学習プログラムSTEPを受講し,教師一子ども間関係の変革が試みられたOその数年間
にわたる成果として,200Ⅹ+3年度のいくつかの側面における結果が報告された｡その主な成果
としては,発達障害児を含む学級集団における適応的な人間関係が創出されているということ,
上学年における適応的な人間関係と高い学力の両立が達成されていること,一般の他校に比べて
高い自尊感情が形成されていること,高い学力が維持された特定の学年では知能偏差値の上昇も
見られたことなどが報告された｡その成果を意味づけるにあたって,自尊感情や "ゆとり教育…
およびコミュニティ心理学の観点から意味づけられた｡
キーワード:学力と人間関係の両立 自尊感情 "ゆとり教育' 社会システム的アプローチ
子どもの二大学校ストレスは,学業と人間関係である
(例えば,岡田,2002など)｡子どもの立場に立てば,
それらはその発達において達成すべき課題でもある｡さ
らに言えば,子どもがそれらの課題を学校生活の中で
じょうずに達成していくことができるように支援すること
が,教師の重要な役割の一つであると言えよう｡
他方で,学力低下の原因として "ゆとり教育"が問
題視され,日本の教育の方向性は大きく切り替えられ
ようとしている (例えば,寺脇,2008;梶田,2008な
ど)｡しかし,"ゆとり教育"と学力とは両立できない
ものであろうか｡さらに,"ゆとり教育'と学級での
よりよい人間関係とは相容れないものであろうか｡
河村 (2007)は,｢学力向上には,生活環境でもあ
り学習環境でもある学級の状態をよくすることが優先
課題である｣と強調する｡そのための方法として,
SGE(Structuredgroupencounter:構成的グルー
プエンカウンター)やSST (Socialskiltraining:
ソーシャル ･スキル ･トレーニング)などのプログラ
ムが学校現場では好まれ,実践されることが多い｡確
かに,学校心理学の心理教育的援助サービスの視点に
立てば,それらは一次的援助サービスの一つとして位
置づけられる｡他方で,コミュニティ心理学の視点
(金沢,2002)では第一次予防のアプローチでもいわ
ゆる教育的 ･臨床心理学的アプローチ (個人または小
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集団を対象として,適応に有益なスキルや能力や知識
等を教えるアプローチ)に対応する.しかし,第一次
予防には社会システム的 ･公衆衛生的アプローチも存
在する｡それは,｢社会的な環境に働きかけて政策や
環境等を変えることにより,ストレスや病気等の源を
減らしたり,あるいは,進歩や向上のためのより多く
の機会を人々に与えようとするアプローチ (金沢,
2002)｣であり,｢個人が何らかのプログラムに参加し
て行動を変えるというよりも,意図的に参加しなくて
も自然に予防が行われるという考え方が中心 (金沢,
2002)｣であるとされる｡
さて,日常の学級における関係性の変革をめざし,
特定の小学校の教師集団に対して親学習プログラム
STEP(SystematicTrainingforEffectiveParenting;
Dinkmeyer&Mckay,1986;松崎,2007b)を導入
した｡本来,児童期までの子どもをもつ親を対象とし
た学習プログラムであり,民主的な親子関係のあり方
とそこに介在するコミュニケーションの具体的方法を
学習するものである｡しかし,松崎 (1997,2008a)
のように,"親日を "スタップ'や "教師"などに読
み替えたりその具体的対応例を教師一子ども関係に適
用可能なプログラムであるといえる｡ア ドラー
(Adler)の弟 子 の 一 人 で あ る ドレ イ カー ス
(Dreikurs)の指導の下につくられたプログラムで
あるとされている｡
200Ⅹ-1年度に山形県少人数学級編制事業 "さんさ
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んプラン"において,筆者は,当該小学校にかかわる
機会を得た｡山形県教育委員会から与えられたテーマ
は ｢学級経営と人間関係｣であり,"さんさんプラ
ン…にかかわるそのメリットとデメリットを明らかに
することが課題であった｡ 低学年の教師に対する聞き
取り調査の結果 (松崎,2004)は,そのメリットとし
て一人ひとりの子どもに対する教師のかかわりの量的
増大を意識していたが,そのかかわりに関する質的変
化には意識が見られなかった｡そこで,200x年度初
めに当該小学校での教師への説明会の機会を得て,そ
の夏期休暇に,希望者に対して,STEP学習会を実施
した｡200Ⅹ年度の取り組みの成果は,松崎(206,2007a)
で報告されているように,STEP受講のクラスでは,
Q-U (QuestionnaireUtilities;河村,1999)アンケー
ト満足度尺度の満足群の増加など好ましい変容と学級
機能尺度との関係でSTEP非受講群とは異質な学級シ
ステムや子どもの学習意欲が創出されていることがわ
かった｡他方,その取り組みによるQ-U満足群の3学
期間の変化は,次のような課題を提示することとなっ
た｡すなわち,3年生では発達障害を抱えている子ど
もを含めて8割の子どもが満足群に分布したにもかか
わらず,学年があがるにつれて,健常児の8割が満足
群に分布しても,発達障害を抱える子どもが満足群に
は入らない,場合によっては一人要支援群に位置する
という結果が観察されたのである｡この結果は,4年
生以上では,年度途中からの教師のかかわりの変容
は,おそらくそれまでに獲得してしまったかもしれな
い二次障害をも払拭することのできるものではなかっ
た可能性が示唆された｡それと同時に,低学年からの
ていねいな積み上げが課題となったのである｡
こうして,教師一子ども間システムのために導入さ
れたSTEPの影響は,学級における子ども同士の関係
性のあり方をも変革したことがわかる｡その低学年か
らの積み上げは,発達障害児に二次障害を創出するこ
となく,上学年への移行を可能にするかもしれないこ
とが期待された｡他方で,さらにそのSTEPの効果と
して教師自身のビリー フシステムの変容と教師集団シ
ステムの変容をもたらしていることもわかっている
(松崎,2008a)｡
本研究においては,その後,数年の取り組みの結
果,発達障害を抱えた子どもをも含めて,子どもの学
級適応と学力を高水準に保つことが可能になってきた
ことを報告する｡なお,この小学校では体育研究に力
を注いでおり,学力アップに向けて特別な取り組みを
進めてきたわけではないことを付記する｡
表 1 分析対象者の内訳構成
校 性 学年 合計4年 5年 6年
Ⅹ 男児 29 27 29 85女 0 38 30 8
合計 49 65 59 173
Y 男児 31 32 23 86女 0 0 8 8
合 計 61 62 51 174
Z 男児 25 35 42 102女 31 6 28 95
そのほか,当該小学校における数年間の取り組みの
結果,子どもの自尊感情の育ちが示唆されたので,そ
の結果についても報告する｡なお,自尊感情 (self-
esteem)は,Rosenberg(1965)において,二つの
側面が指摘されている｡つまり,"Verygood…と
"Goodenough"の二側面である｡前者は,社会的
評価基準に基づいて他者からの評価が得られたときに
自己価値を感じることができるといった自尊感情を意
味する｡他方,後者は自己内価値基準に基づいて以前
よりも成長しつつある自分を ｢これでいい｣と感じる
ことのできる側面であるとされ る｡Rosenberg
(1965)は,後者を本物の自尊感情であるとしてい
る｡最近の研究 (伊藤 ･小玉,2005)においては,
｢本来感｣というかたちでそれを測定することが試み
られている｡本研究では,それを参考にした尺度を児
童に実施し,その成果についても検証を試みる｡
本研究では,それらの成果を,部分的にはほかの一
般校との比較を通して報告する｡その後,その成果の
意味するところについて考察し,今後の日本の学校教
育への提言を述べる｡
研究Ⅰ:学級適応と本来感に関する3校間の比較
目 的
200Ⅹ+3年度末において,当該小学校における数年
の積み重ねの結果として形成されているであろう人間
関係の状態および学級適応状態を把握するために,当
該小学校とほかの公立小学校とのQ-Uアンケート結果
および学級機能尺度結果を比較検討する｡また,自尊
感情 (本来感)についても同様に比較検討する｡
方 法
対象児 A市立Ⅹ小学校,B市立Y小学校およびC市
立Z小学校の4-6年児童の全対象児606名から最終
的に分析に使用された対象者の内訳は,表 1の通りで
ある｡全対象者から欠席および保護者によるアンケ-
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表2 3校コミの学級機能尺度の因子分析結果 (2(氾x+4.3.)
因子 Ⅰ 因子 Ⅱ 因子Ⅲ 共通性
因子Ⅰ｢子どもの主体性を尊重した教師のかかわり｣ α=.893 0.8509 -0.0965 0.0378 0.679812.先生は,わたしたちの考えや意見を聴いてくれるo
10.何かがうまくできたとき,先生は一緒に喜んでくれるo 0.8239 -0.1237 0.0333 0.6122
ll.何か失敗したときは,次にやるときどうするかについて,先生は考えさせてくれるo 0.8116 0.0711 -0.1292 0.6004
13.先生と話をすると,やる気になるo 0.7683 0.0392 0.0455 0.6724
14.先生の授業は,楽しくて,おもしろいo 0.6986 0.0022 0.0887 0.5744
9.子ども同士のケンカについて,先生は両方の気持ちを聞いてくれるo 0.6971 0.0168 -0.1528 0.3870
15.先生の授業は,わかりやすい○ 0.6959 0.0104 0.0873 0.5763
19.先生はクラスの子どもたちのことが大好きだと,わたしは感じる○ 0.6473 -0.0050 0.0698 0.4757
17.自主勉強は本当に自分がしたいだけやることを,先生は認めてくれるo 0.4254-0303 0.18997484 -0.0648076 0.2574528
因子Ⅱ｢所属感と有能感｣ α=.801
20わたしは,自分のクラスの役に立つことができると感じるo
18.クラスで決める目標や計画について,その話し合いに自分が参加できていると感じるo -0.0667 0.7182 0.1003 0.5738
22.わたしは,授業中,間違っているかもしれないことでも言えるo 0.0853 0.6504 -0.1885 0.3294
4.わたしは,クラスで一緒にやりたいことがすぐに思いつく○ -0.1107 0.5364 0.1344 0.3390
16.わたしは,授業中,友達の意見で考えが深まることがあるo 0.1586 0.5364 -0.0256 0.3812
3.わたしのクラスでは,生活の決まりをつくるとき,わたしたちもその話し合いに参加できるo -0.02621385 0.4821-0140 0.21267887 0.405692
因子Ⅲ｢集団凝集性｣ α=.815
5 は,お互いに仲がよい○
2.わたしのクラスはまとまっていると思うo -0.0019 0.0715 0.7027 0.5696
1.わたしのクラスは,クラスで何かをするときは,みんな喜んで参加するo 0.0599 -0.0418 0.6993 0.5012
7.わたしのクラスは,みんなで何かをするのが好きであるo 0.0132 -0.0425 0.6668 0.4160
21.わたしは,自分のクラスのことが大好きだと感じるo 0.2009 0.2044 0.3755 0.4719
6.わたしのクラスでは,問題を解決しようとするとき,できるだけいろいろな方法を考えるo 0.1859 0.1188 0.3070 0.2901
8.わたしのクラスでは.何か問題を解決するとき,一人ひとりの意見を聞いているn 0.2176 0.2043 0.2081 0.2982
因子 Ⅰ 因子Ⅱ 因子Ⅲ
因子間相関 因子 Ⅰ 1 0.5443 0.6177
表3 ｢本来感｣の主成分分析結果
負荷畳 共通性
1.わたしは,いつも自分らしくいられる .803 .644
2.いつでもしっかりした自分をもっている .846 .715
3.^前でもありのままの自分を出せる .789 .622
4.自分のやりたいことをやることができる .721 .519
5.これが自分らしいと感じるものをもっている .754 .568
注.項目2以降,主語の｢わたしは,｣を省略して記載した｡
ト拒否の児童,および,未記入および不明項目が5個
以上の児童計99名 (16.3%)が分析から削除された｡
なお,Ⅹ校は,松崎 (2006)の対象校であ り,
200Ⅹ年当時,アンケートは3-6年生を対象としてい
る｡その調査年度の夏期休暇中に学級担任の15名中12
名がSTEPを受講した｡200Ⅹ+3年度においては,学
級担任12名すべてが,少なくともその年度内において
受講している｡
Y校については,Q-Uアンケートの活用に向けた研
修会を数年来重ねてきた学校であるが,学級担任14名
にSTEP受講者は含まれていない｡なお,校内研修会
においてその考え方などについては紹介済みである｡
Z校については,200Ⅹ+3年度内においてその校内に
学級担任17名中STEP受講中ないしは既受講の教員が4
名,すでに受講した級外の教員2名が含まれる｡ただ
し,対象児童の4-6年担任はそのうちの3名である｡
手続き 200Ⅹ+3年12月に,3校の了解を得て,また児
童の保護者によるアンケート調査依頼に対する拒否回答
者を除いた児童を対象にアンケート調査を進めた｡
200Ⅹ+4年2月下旬に各学校宛てにQ-Uアンケート
と自作アンケートを送付し,その後,各クラス単位で
基本的には担任が実施し,学校単位でまとめられた｡
その後,各校から返送されたものを,3月下旬に受け
取った｡
自作アンケートの構成は,｢学級機能尺度｣22項目
(松崎,2006),｢本来感尺度｣6項目と ｢自主性尺度
(松崎,未発表)｣36項目であり,4ポイント評定で
チェックすることを求めた｡なお,｢本来感尺度｣
は,伊藤 ･小玉 (2005)を参考にしたが,その7項目
の中から,他者との比較に関する内容を含んだ質問項
目を除外して6項目を使用した｡さらに,前二者にお
いては,質問項目の内容から児童によってはその判断
が難しいと思われる項目が含まれていることから,0
(わからない)を追加している｡
なお,本研究においては,｢自主性尺度｣について
は報告されない｡
結 果
1.各尺度の因子分析結果
学級機能尺度の因子分析結果 3校コミにした最尤
紘/プロマックス回転による因子分析結果を表2に示
す｡いずれの因子ともその信頼性は十分高い｡
また,因子の基本構造は,松崎 (2006)と同じ3因
子構造であり,各因子に含まれる項目もほぼ同じであ
るとみなすことができる｡
本来感の因子分析結果 6個の質問項目に対して主
成分分析を実施した｡その結果 (表3),各項目の主
成分負荷量は.721-.846に分布し,1因子構造であるこ
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表4 各因子下位得点とそれに対する分散分析結果
比
0-日
｢友人関係｣
｢学 習意欲｣
｢雰 囲気 ｣
｢承認｣
｢被侵害 ｣
学級機能
｢かかわ り｣
｢所属感 ｣
｢凝集性 ｣
｢本来感 ｣
l.18 10.72 11.03 6.195* Ⅹ 〉Y
(1.14) (1.37) (1.14)
10.22 10.09 10.18
(1.31) (1.45) (1.42)
l.18 10.33 10 .70
(1.18) (1.63) (1.28)21.21 20.15 20.47
.428ns
16.053' x )Z)Y
5.900'x )Y
(2.69) (3.12) (2.96)
8.78 9.11 7.97 5.482'Y )Z
_(3_._2_3) (3.53) L21_8_2と
33.29 31.50 31.16 7.938" x )Y-Z
(4.66) (5.12) (5.72)19.23 18.15 18.55 4.042 * Ⅹ )Y
(3.33) (3.72) (3.63)
18.35 16.50 17.21 20.03γ* Ⅹ 〉Z〉Y
_(2_._2_22__13._1_4)__12ェ_6_2と
20.49 18.99 19.01 7.20 5'' x )Y- Z
(3.64) (4.32) (4.34)
注･()内はSD. 'p<.05,叫p<.ol
とが確認された｡なお,その信頼性係数はα-.871
で,その内部一貫性は十分高いものであった｡ちなみ
に,学校別では,Ⅹ校α-.877,Y校α-.874,Z校
α-.857であった｡
2.学級適応および本来感に関する3校間の比較
Q-Uアンケートおよび学級機能尺度の各下位尺度得
点および本来感尺度得点とそれに対する3校の一元配
置分散分析結果を,表4に示す｡
その結果,Q-Uアンケート因子および学級機能因子に
ついては,｢学習意欲｣を除き,学校間の有意差がみら
れた｡すなわち,上記 ｢学習意欲｣と ｢被侵害｣以外の
Q-U因子と学級機能ではⅩ校の得点が有意に高い｡
また,qUアンケート満足群出現率を学年別に示し
た3校のデータを,図1に示す.Y校 ･Z校は,その
満足群出現率が70%程度であり,学年間の変動がある
程度激しいことがわかる｡それに比べて,Ⅹ校は80%
程度の満足群出現率であり,学年間の変動が安定的で
あると見ることができる｡
また,本来感についても合計得点に関する一元配置
分散分析の結果,学校間の有意差 (p-7.205,df-
2/498,p(.001)が見 られた｡その後の下位検定
(Tukey法)において,Ⅹ校が他の2校よりも有意
に高いことがわかった (図2)0
考 察
Q-Uアンケートの各因子得点および満足群出現率に
おいて,当該小学校であるⅩ校の優位性が確認され
た｡とはいえ,Y校もZ校も満足群出現率が全国平均
出現率に比べてその倍程度の出現率であり,充実した
??????
X校 Y校 Z校 全国平均
図1 Q-∪満足群出現率
?? ??
18 X校 Y校 Z校
図2 3校の本来感尺度得点
感
教育実践が行われているすぼらしい学校であることが
わかる｡
また,学級機能尺度得点においても,同様に,すべ
ての因子において,当該小学校であるⅩ校の優位性が
確認された｡また,これについてもY校もZ校もQ-U
アンケート結果の活用によって,かなりのレベルで学
級システムの変革が進んでいるであろう学校であるこ
とがわかる｡
さらに,当該小学校における数年の取り組みの成果
としてその児童に育ったであろう自尊感情の "Good
enough"の側面も,Ⅹ校が有意に高いことが確認さ
れた｡
Z校には,STEP受講者が含まれるものの,そのか
かわりが継続的に積み上げられることによって成果が
あらわれるとすれば,まだ一部の教師の,短期間のか
かわりによってその自尊感情が育つとは考えにくい｡
教師自身,ある程度の試行錯誤を経て,そのかかわり
の手応えを感じ,そのことがビリーフシステムの変容
をもたらすと考えられる｡しかも,その意識変容は,
教師集団のシステム変容に支えられるかたちで生じて
いることもわかっている (松崎,2008a)｡したがっ
て,その変容がみられるとすれば,これからのことで
あると考えられる｡
こうして,Q-Uアンケート結果および学級機能尺度
結果を比較して見出される3校間の差は,それほど大
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きいものではなさそうに見える｡しかし,自尊感情
(本来感)においては,当該小学校と他校との間に明
確な違いが生じていることがわかる｡
まとめると,満足群出現率70%と80%との量的な違
いとしてはそれほど大きな違いではなさそうに見える
が,その差を創り出している教師のアプローチの違い
が,子どもの自尊感情 (本来感)には明確な違いを生
み出していると言えよう｡
次なる段階では,このような自尊感情が学級適応に
果たす役割が検討されるべきであるといえる｡
研究Ⅱ:当該小学校における学力と知能,
そのほかの実態
目 的
当該Ⅹ小学校における200Ⅹ+3年度の上学年の学力
と知能テスト結果,および,補足的な実態を示すデー
タを示し,その上で,特定の学年の学力と知能検査結
果における縦断的変化について検討する｡また,低学
年から高学年に至る学力と知能に及ぼすQ-U因子の影
響についても検討することを目的とする｡
方 法
対象児 200Ⅹ+3年度におけるⅩ校の上学年児童 (4
年49名,5年66名,6年61名)計176名｡
他方,その特定の学年児童については,STEPを導
入した200Ⅹ年度の2年生児童72名,200Ⅹ+1年度の3
年生児童66名,200Ⅹ+2年度の 4年生児童66名,
200Ⅹ+3年度の5年生児童67名である｡なお,転出入
があるので,各学年でのISS(知能偏差値)･ASS(学
力偏差値)･Q-Uアンケートのデータがそろっている
児童を同定したところ,59名 (男児26名,女児33名)
であった｡
手続き 200Ⅹ+3年度当時,当該小学校教頭中井
(2007)の資料,および,上記小学校の了解を得て,
児童の個人情報として特定されないことを条件とし
て,教研式学力診断検査 (NRT)および教研式新学
年別知能検査 (サポート)の結果をそれぞれ得ること
ができた｡Q-Uアンケート結果については,上記アク
ションリサーチのための著者自身によるデータが用い
られた｡なお,NRTおよびサポートの実施時期は,
その学年の4月であり,Q-Uアンケートの実施時期は
各学期末である｡そのほか,学校の実態を示す補足的
なデータ (中井,2007)についても提供された｡さら
に,6年生児童 (200Ⅹ+3年度)については,全国学
表5 Q-∪満足群出現率とASSとtSS(中井,2007)
陣平均 国語 算数 社会 理科 ISS
56.6 57.0 56.2 51.7*
57.3 57.4 58.0 56.6 57.3 57.6
53.9 54.8 56.3 50.8 53.6 54.7*
? ?? ?? ー ? ? ? ?? ? ? ??
? ? ? ? ? ?? ? ? ? ? ? ? ? ?
? ?? ? ? ? ー ? ? ? ? ?
? ? ? ? ? ? ? ? ー ? ? ? ?
? ? ? ? ? ?
学年 男子 女子
1年 7/7 3/7
2年 4/7 5/7
3年 6/7 6/7
4年 4/7 5/7
5年 5/7 7/7
6年 6/7 6/7
往.全国平均を超える種目数/全種目数
表7 6年生の全国一斉学力テスト平均正答数とSD
.4葺
･学校
1日"rJIEiZlpmu一〇ノ3512
? ? ? ?
???
?
語数国算
??? ?? ??
? ? ?
? ? ? ?
iZⅦl川UHは1-
? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ー ? ? ?
ー ?
?
? ? ?
?
? ?
?
? ? ?
?? ? ? ?? ? ? ? ? ? ?
算数 B 9.8(2.5) 8.9(3.0) 2.285*
()内の値はSD,*pく.05,**p〈.01を示す｡
力 ･学習状況調査結果も得られた｡
その後,上述のように,各学年でのデータがそろっ
ている児童について,4年間にわたる変化を分析し
た｡なお,分析には,SPSSver.16.0が用いられた｡
結果と考察
1.学力と知能に関する検査結果ほか
表5 (中井,2007)には,200Ⅹ+2年度末の各クラ
スのQ-U満足群出現率,200Ⅹ+3年度初めの学力とし
てNRTの各教科および教科平均としての学年別平均
学力偏差値 (ASS)と知能検査結果としてのサポート
の学年別平均知能偏差値 (ISS)を示す｡なお,最初
の2クラスが4年生,次の2クラスが5年生,最後の
2クラスが6年生に対応する｡まず,学級状態に関し
ては,前年度末の各学級集団は,満足群に集中 (平均
77%)している｡次に,学力に関しては,教科平均
ASSが54-57程度の数値を示し,3学年ともかなり優
れていることがわかる｡また,知能偏差値も,200Ⅹ+
3年度の実施学年は限られているが,学年によっては
かなり高い数値を示していることがわかる｡
そのほか,200Ⅹ+3年度における学校全体での不登
校数はゼロであり,不登校傾向は200Ⅹ+1年度に2
名,200Ⅹ+2年度に3名であった (中井,2007)｡ 介
入初年度までは見られていた5年生の学級崩壊に近い
状態はその後見られなくなった｡
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また,子ども一人あたりの年間保健室来室回数は
1.0(200Ⅹ+3年度)回,1.8(200Ⅹ+2年度)回およ
び2.0(200Ⅹ+1年度)回である (中井,2007)0
さらに,当該小学校は体育研究に力を入れてきた学
校であり,200Ⅹ+3年度における運動能力テストの結
果,各学年で全国平均を上回っていた種目数を表6に
示す｡
また,6年生の全国一斉学力テスト結果 (表7)に
ついても,すべて有意に全国平均を上回っていること
がわかる｡しかも,全国データに比べて標準偏差値が
小さく,最大値と最小値の差が小さいことがわかる｡
つまり,平均値の周囲に集中した分布となっているこ
とがわかる｡
こうして,当該小学校においては,学力的に高い水
準が維持されているだけでなく,体力や運動能力に関
しても高いレベルが創出されていること,また,不登
校などの問題行動出現率が低く,かつ,病気や体調不
良などを訴えて保健室に来室する児童がきわめて少な
い学校であることがわかる｡言い換えれば,かなり健
康的な心と体を持ち,学業や友人関係において意欲的
に取り組んでいる子どもたちであることがわかるとい
うものである｡
2.特定の学年の学力と知能における縦断的変化
転出入などの児童を含んだ全数集計結果と転出入児
童を除いた対応のある縦断的データについての集計結
果を,表8に示す｡転出入児童を除いた対応のある
データについて,各偏差値に対して性(2)×学年(3)の分
散分析を実施した｡
その結果,学力偏差値については,Bartlettの球面
性の検定で有意確率が.001で,この3変量間には何ら
かの関連があることがわかった｡また,性による主効
果も学年による主効果も両要因の交互作用もすべて有
意ではなかった｡すなわち,男女ともに,学年が進む
につれて有意な変化は生じていないといえる｡
なお,2年時のASSと3年時のそれとの間に.763の
相関が,2年時のASSと5年時のそれとの間に.582の
相関が,そして,3年時のASSと5年時のそれとの間
に.826の相関が,それぞれ見出された｡
知能偏差値については,同様にBartletの球面性の
検定では有意確率が.001で,この3変量間には何らか
の関連があることがわかった｡そして,学年の主効果
の み が 有 意 (p-13.862,df- 2/114,p(.001)で
あった｡すなわち,男女ともに,学年の上昇につれて
有意に知能偏差値が上昇していることが確認された｡
表8 全数および対応のあるデータの平均とSD
学年 Ⅰss ASS q-U満足群
2年345 52.00(9.33) 58.28(5.23) 57-73-75%
51.53(9.98) 56.69(8.06)
56.17(5.97) 69-72-69%
56.25(6.19)
55.15(9.26) 87-81-91%
55.07(9.61)
75 899 741600
57.49(9.05) 57.22(6.10)
注.上段が全数データ,下段が対応データを示す｡q-U満
足群出現率は,各学期末の割合を示す｡
また,2年時のISSと4年時のそれとの間に.535の
相関が,2年時のISSと5年時のそれとの間に.569の
相関が,4年時のISSと5年時のそれとの間に.688の
相関が,それぞれ見出された｡
また,2･5年の両偏差値について学年(2)×テスト
(2)の分散分析の結果,学年の主効果 (p-ll.883,df
-1/58,p(.001)もテストの主効果 (F-17.040,df
-1/58,p(.001)も両要因の交互作用 (F-17.302,
df-1/58,p(.001)もすべて有意であった｡
こうして,学力偏差値に有意な変動は生じていると
はいえないが,知能偏差値には有意な変動すなわち上
昇が生じていることがわかった｡
なお,ちなみにオーバーアチーバーは2学年での23
名 (31.9%)から5年のそれは8名 (12.1%)と減少
し,アンダー ･アチ-バーは1名 (1.4%)から2名
(3.0%)へと変化した｡このことも,学カー知能間
での相対的な変化が起こっていることを示す｡
2-1.学力偏差値に及ぼす影響 まず,3年時のASS
に及ぼす2年時のISS･ASS･Q-U因子の影響を検討
するために,前者を従属変数,後者を独立変数として
重回帰分析を実施した｡その結果,決定係数R2-
.598(㍗(.001)は有意で,2年時のASSのみが有意な
標準化係数を示した (β-.785,i-6.688,p(.001)｡
また, 5年時のASSへの影響についても,同様に検
討した｡なお,独立変数としては,2年時ASSおよび
ISS･3年時ASS･4年時ISS･5年時ISS･3年およ
び4年学年末QIU因子を投入した.その結果,決定係
数R2-.788(p(.001)は有意で,3年時のASSおよび
5年時のISSが有意な標準化係数を示した (β-.672,t-
5.079,p(.Ol;8-.409,i-3.298,p(.002).
こうして,3年時の学力には前学年の学力が肯定的
に影響していること,5年時の学力には3年時の学力
が肯定的に強く,また5年時の知能も肯定的に影響し
ていることがわかった｡なお,この分析では,Q-U各
因子が有意に学力偏差値に直接的に影響を与えている
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ことは確認されなかった｡
2-2.知能偏差値に及ぼす影響 4年時のISSに及ぼ
す影響について,2年時のISS,2年時 ･3年時の
ASS,3年時学年末のQ-U各因子を独立変数にして重
回帰分析を実施した｡その結果,決定係数R2-.487
(〆.001)は有 意 で,2年 時ISS(β-.285,t-
2.167,p(.05)と3年時ASS(β-.509,t-3.207,
p(.002)が有意な標準化係数を示した.
5年時のISSに及ぼす影響について,2年時および
4年時ISS,2年時 ･3年時ASS,3年時および4年
時Q-U各因子を独立変数として投入し,重回帰分析を
実施した｡決定係数R2-.680(p(.001)は有意で,
有意な影響が見出されたのは,4年時ISS (β
-.285,t-2.189,p(.05)および3年時ASS (β
-.322,i-2.105,p(.05)であったo
こうして,知能偏差値の上昇に影響している要因と
して,前年ないしは前々年の知能偏差値とともに,前
年ないしは前々年の学力偏差値からの影響が確認され
たことは,注目に値することである｡
3.学力偏差値と知能偏差値のパス解析
ここでは,前述の重回帰分析の結果をふまえて,4
学年にわたる学力偏差値と知能偏差値の相互関係につ
いて,また,基本的には知能が学力の一つの原因とみ
なしてパス図を構成し,それに添ったパス解析を試み
た｡その結果 (図3),全体的には重回帰分析の結果
を追認するものであった｡学力偏差値においては,強
いパス (標準化係数)が2-3-5学年の学力偏差値間
において見出され,2-5学年間のパスは弱い負で
あった｡知能偏差値においては,2年と5年で,その
知能偏差値から学力偏差値への有意なパスが見出さ
れ,2-4-5学年間の知能偏差値では弱いないしは中
程度のパスが見出された｡さらに,3年時の学力偏差
値から4年時の知能偏差値への中程度のパスが見出さ
れた｡
この学年集団における重要な結果の一つは,知能偏
差値が上昇したということ,もう一つの重要な結果
は,学年間での変動は生じていないが,かなり高いレ
ベルで学力が維持されてきたということである｡最後
に,その高い学力偏差値を維持し続けるのに責献して
いるものとして,Q-U因子の学習意欲と人間関係の直
接的影響が確認されなかったことである｡
河村 (2007)は,｢学力向上には,生活環境であり
学習環境でもある学級の状態を良くすることが優先課
題である｣と強調している｡しかし,今回の結果によ
AIC-43.977 GFI-.931AGFI-.760
図3 学力と知能の相互影響過程
れば,両者の間に相関関係は存在している (河村,
2007)かもしれないが,それは必ずしも直接的因果関
係を意味してはいないという可能性が示唆される｡こ
うして,良い人間関係と高い学力および知能を媒介す
る別の要因の存在が考えられるのかもしれない｡
村上 (2007)によれば,IQの上昇について ｢フリ
ン (Flynn,2003)は社会的要因を強調する｡- (中
略)-ただ,IQを促進する社会的要因の細部は解明
されていない｣とされている｡
こうして,学力 ･知能と人間関係との関係性につい
ては,今後の検討課題である｡
4.発達障害児の適応支援
当該小学校では,発達障害を抱えた子どもへの支援
の積み上げが課題の一つであったが,200Ⅹ+1年度か
ら200Ⅹ+2年度のあるクラスにおいて,例えば,次の
ような状況が観察された｡つまり,6年生学年末にお
いては,発達障害ないしはその疑いをもつとされる4
名の児童のうちの3名を含む全員 (96%)が満足群に
分布するという学級状態が実現されたのである｡
200Ⅹ+3年度の6年生児童では,発達障害の可能性
を持つその子が個別授業に出かけるにあたって,級友
に ｢行ってくるね｣と屈託なく伝え,送る級友も ｢う
ん,行ってらっしゃい｣と,バカにしたり見下したり
するような様子はみじんもなく送り出していたという
こと,他方で,児童会リー ダーの一人として児童会の
ときは堂々と皆の前で発言し,活躍していたことなど
が報告されている｡こうして,障がいをもっていて
も,"自分にはできることがある,好きなことがあ
る'といった等身大で生きることができていたであろ
うことが推察される｡それはまさに本来感を意味する
自尊感情であるといえる｡
また,松崎 (2008b)においては,その話題提供者
の一人である太田氏から,広汎性発達障害をもつ児童
の保護者の意向に基づき,本人への告知だけでなく,
級友による障がい情報の共有もなされたことが報告さ
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れた｡それを受け止める集団が育っていてはじめて成
立することであり,他方で,多少の混乱があってもそ
れをサポートできる保護者や教師集団があってこその
ことである｡
総合的考察
結果の要約と当該小学校の特色
当該小学校において,子どもたちの学級適応状態が
おおむね良好であり,かつ,十分高い学力が達成され
ていることがわかった｡さらに,発達障害児を抱える
子どもたちをも含めて,子どもたちの自尊感情が高い
ということもわかった (研究 Ⅰ)｡ 一方で,特定の学
年における縦断的な変化は,その学力の高さに知能が
追いついてきたような変容が起こっていることが示さ
れた｡しかし,高い学力にQ-Uアンケートの各因子が
直接的因果関係を示さないことも明らかとなった｡も
ちろん,知能へのQ-U因子についても直接的因果関係
を見出すことはできなかった｡このことは,人間関係
と学力および知能が直接的因果関係をもつというので
はなく,それらを媒介する別の要因の存在が示唆され
た (研究Ⅱ)わけである｡
さて,まとめに向けてあらためて当該小学校の特色
について確認しておきたい｡当該小学校は,地方都市
中心部に位置する中規模校である｡これまで体育研究
に対する取り組みを継続してきた学校であり,学力向
上に対する特別な取り組みを積み重ねてきたというわ
けではないということ,また,大学が近いということ
からそのメリットとしては大学関係者との連携 ･活用
が容易であったことはあげられるが,他方では校区内
の1/3の児童が大学附属校へ登校する状況があり,
決して特別優れた子どもたちの集団ではないというこ
と,さらにその教師集団は,40-50代の女性教師が多
いが学校運営の中核を占め,とても元気で明るく,大
変仲がよいということ,他方でそれぞれの教師が家庭
生活を大切にしており,午後7時を過ぎて学校に残る
先生方はほとんどいないということ (中井,2007)で
ある｡こうして,教師集団は同僚性が高く,その関係
性において互いに学び合う教師集団システムが構築さ
れていることは,松崎 (2008a)においても確認され
ている｡
さらに,家庭や地域との連携についても,上述した
大学との連携もさることながら,保護者からの学校ボ
ランティアへの参加など,学校への貢献が大きく,保
護者からの学校評価も高い (中井,2007)という｡そ
れはまた,学校から保護者を中心とした地域への貢献
も含むと考えられる｡特に,子育て関係に対する保護
者への啓蒙を就学児の保護者に対して毎年継続的に行
い,その結果,教師に対して実施している親学習プロ
グラムSTEPの考え方と方法に関するある程度の理解
をほぼすべての保護者が得ることができている状態が
創出されている｡一部の保護者は,親学習プログラム
STEPを受講し,実際に子育てに活用している｡子育
て不安を抱える保護者が多い中で,保護者への学校の
貢献が大であること,学校のアプローチと子育ての方
向性を共有することのできる安心感を持つことができ
ることなどを意味する｡
学校と地域社会との連携に関して,小泉 (2002)
は,学校から地域社会 ･家庭への働きかけを重視し,
学校が子どもの教育活動を通して地域社会や家庭の改
善にどのように貢献できるかが重要なポイントとなる
ことを強調する｡その意味において,当該小学校が子
育てと教育に関してこの地域社会のアンカーポイント
(小泉,2002)として機能している可能性を示唆す
る｡
自尊感情(本来感)などと教育のあり方に関する考察
さて,研究 Ⅰにおいて自尊感情における明確な違い
を生み出しているものは,何であろうか｡
松崎 (2007a)における当該小学校でのSTEP受講
群と非受講群の学級機能が学習意欲などに及ぼす違い
からも,それに言及することができる｡すなわち,罪
受講群の子どもたちの学習意欲は,学級機能因子 ｢教
師のかかわり｣からの強い影響を受けた学習意欲で
あった｡それに対して,STEP受講群の学習意欲は,
｢教師のかかわり｣因子が ｢所属感 ･有能感｣に強く
影響 (標準化係数-.67)し,それを経由して,｢所属
感 ･有能感｣から ｢学習意欲｣への非常に強い影響
(標準化係数-.82)が見出されていた｡それらは,
非受講群の学習意欲が教師からの賞賛を期待してなど
の学習意欲,すなわち,外発的動機づけに基づく学習
意欲であると理解されるのに対して,STEP受講群の
それは,学級集団での問題解決などに自分が貢献でき
ることの喜びやその集団の一員であることの喜びが学
習意欲を喚起しており,より内発的動機づけに基づく
学習意欲であることが意味づけられた｡学力を伸ばす
には学級づくりやその背景となる教師の指導や援助の
あり方を検討することが有効 (河村,2007)との指摘
を,ある意味で実現することができていると考えられ
るかもしれない｡
山形大学教職 ･教育実践研究 4,71-82,2009 79
その教師のかかわりについては,松崎 (2008a)に
おいても,教師自身が子どもの自立支援ということを
念頭に置いて,二次的援助サービス事態で悪循環を起
こさないアプローチを心がけたり,一次的援助サービ
ス事態では "はめる"に替わって "勇気づげ'を実践
していることが明らかにされている｡
それらの積み重ねがていねいに実践されてきたこと
の成果として理解することができる｡もちろん,それ
が学校でのかかわりに限定されたものでないことも重
要な側面といえる｡
家庭との連携に際しても,200Ⅹ+1年度から ｢早寝
早起き,朝ご飯,テレビ･ゲーム2時間以内｣の生活
改善を進めている (中井,2007)が,これがもし先生
方と保護者がそう決めて子どもに実行するように求
め,コントロールしていくアプローチを採用したとき
には,子どもたちにとっては何かができてはめられる
ことになっても十分な自尊感情は育たないかもしれな
い｡生活面での自立を支援するには,子ども自身に自
分の生活をデザインする主体性を発揮することができ
るような支援が必要である｡学校に間に合うように起
きて準備して登校するということは,いわゆる "子ど
もの問題"であり,それを大人が取り上げてコント
ロールしたのでは自律性も責任感も育たないであろ
う｡子どもに,失敗する権利を認め,それらの失敗経
験からよりよい行動を学ぶことのできる力を子どもが
持っていると信じて体験させ,その体験からよりよく
学んでもらうことが可能である｡または,事前の親子
での話し合いを通して,学校に間に合うように起きて
準備して登校するなど,いわゆる子どもの問題を子ど
も自身がどのように対処しようとするのか,親の都合
ともあわせて相談し,互いの了解のもとに期間を決め
て実行し,その後の話し合いで修正を重ねるなど,い
わゆる子ども主体の行動選択を支援することが重要で
ある｡それによって,子ども自身が試行錯誤するその
主体が自分にあり,その積み重ねの結果として,最終
的に成功体験などによる達成感を味わったとき,自分
に対して肯定的な評価を与えることができるのであ
る｡
こうして,子ども一人ひとりが所属し生活する学級
集団および家族集団という二つのシステムの中で,同
方向のアプローチが積み上げられた可能性が高い｡そ
れは,チーム援助において,学校関係者と保護者とが
共通の方向性を共有することができて事が進められる
とき,苦戦している子ども自身が混乱しなくて済むと
いう影響を受ける (石隈,1999;石隈 ･田村,2003)
図4 関係性の構造
ように,ある程度共通した方向性を学校と保護者が共
有することのできる意義は大きい｡しかも,大人が子
どもをじょうずにコントロールして言うことを聞かせ
るアプローチでもなければ,子どもの言いなりになっ
てしまう服従 ･放任でもなく,子どもをも自分をも同
時に尊重して子どもに責任感と協調性を育てるアプ
ローチなのである｡例えば,Chew (1995)を訳した
岡野 (2004)は,自らがアドラー心理学派でないこと
を強調しつつ,現代の子育てや教育においてはアド
ラー心理学を勧める｡そして,日本よりも何十年も前
にそういう問題を抱えた欧米では,徹底的に民主的な
方法で子どもを指導する方法を確立し,その有効性が
確認されてきたもの,それがアドラー心理学であると
考え,今の日本にも非常に適していると思われると述
べている.そのアドラー心理学の理念と方法を取り込
んだ親対象のプログラムがSTEPなのである｡図4に
示すように,日本の教育界は,縦軸で揺れてきたと考
えられるが,このSTEPで示される関係性のあり方
は,その縦軸とは別軸で考えることができる｡そし
て,当該小学校では,教師一子ども関係および親子関
係を上下関係からより民主的な関係性に移行させるこ
とのできるアプローチを,STEPを活用して進めてき
たということができよう｡
そのシステム変革は,もちろん子ども同士の関係性
のあり方にも多大な影響を与えているであろうことが
推察される｡その関係性ないしはシステムにおいて,
子どもたちは主体性を発揮し,自分たちで問題解決を
進めることができるように支援され,その積み重ねが
今回の成果を生み出しているといえる｡その中で子ど
もたちに育ったものの一つが自尊感情 (本来感)であ
ることは言うまでもない｡一方で,学力も高く,知能
偏差値の上昇というきわめてまれな状況が創出されて
いるといえよう｡
その達成状況は,別の視点からいえば,期せずして
"ゆとり教育Mの一つの姿を具現化したものと捉える
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こともできる｡松崎 (2008b)おいて,寺脇氏は,当
該小学校の実践に対して, ｢日本の学校の底力を見せ
てもらえたようで,心強かった｣とのコメントを示し
た｡ゆとり教育との関連でいえば,教師権力などに
よって子どもに勉強させるといったいわゆる詰め込み
教育からの転換において,その動きは,図4でいえ
ば,前述したように縦軸の動きであると考えられる｡
つまり,その子どもへの圧力を弱めながら主体性を育
てることのできていない状況では,ただ子どもは勉強
しない方向へ動いたことになり,その結果が学力低下
を生み出したと考えられるのである｡当該小学校の実
践は,ゆとり教育そのものが学力低下を生み出したと
する多くの見解に対して,図4の縦軸ではなく横軸方
向の動きを創出することによって,子どもに力で勉強
させるといったアプローチでなくても,高い学級満足
度と高い学力と高い自尊感情を育てることが可能であ
ることを示しているともいえる｡まさに,フィンラン
ドの教育の方向性 (増田,2008)とも一致していると
いえよう｡ ゆとり教育ということばでなくても,日本
社会において,そのような教育を具現化していくこと
の必要感は,寺脇 (2008)も指摘するように,まった
く弱まっていないどころか,早急に実現されていくこ
とが望まれると信じるD
コミュニティ心理学の予防概念からの考察
ところで,心身の健康増進を,コミュニティ心理学
の立場からは,予防の3分類 (Winet,1995)の視
点で整理する (金沢,2002)｡すなわち,第一次予防
は,問題が発生しないようにする活動,新規のケース
が発生しないようにする活動であり,健康な人々を対
象にして,問題発生前に行われる予防活動である｡第
二次予防は,危険因子や問題の発生をスクリー ニング
等を用いて早期に発見し,問題が悪化する前に早期介
入を行う活動である｡さらに,第三次予防は,実際に
は治療を意味し,再発を予防することである｡
そして,真の予防は,第一次予防であるという｡第
一次予防の3条件として,①健康な人々をターゲット
にする,②問題や異常が生じる前に行われる,③意図
的である,があげられる｡その第一次予防には二つの
アプローチが存在する｡すなわち,社会システム的 ･
公衆衛生的アプローチと教育的 ･臨床心理学的アプ
ローチである｡
前者は,社会的な環境に働きかけて政策や環境等を
変えることにより,ストレスや病気等の源を減らした
り,あるいは,進歩や向上のためのより多くの機会を
人々に与えようとするアプローチであり,個人が何ら
かのプログラムに参加して行動を変えるというより
も,意図的に参加しなくても自然に予防が行われると
いう考え方 (passiveprotection)が中心である｡一
方,後者の教育的 ･臨床心理学的アプローチは,個人
または小集団を対象として,適応に有益なスキルや能
力 ･知識等を教えるアプローチであり,基本的には個
人を対象にして,その個人差などを測定し,それに応
じた介入法を適用する｡
ところで,前者の社会システム的 ･公衆衛生的アプ
ローチの目的は,地域集団全体の問題発生率 ･リスク
を下げることである｡学校で言えば,不登校やいじめ
問題などの発生をおさえることである｡しかし,同程
度の効果を,教育的 ･臨床心理学的アプローチで得る
のは,ヒューマン ･パワーの上でもコスト的にも,ま
た現実的にも困難であるという｡ さらに,専門家の間
では,第一次予防のほうが第二次予防よりも効果的で
あり,コスト･イフェクテイヴであるのだから,第一
次予防にもっと力を注ぐべきといった考えが強いと言
われる｡もちろん,両者をバランスよく活用するとい
う立場も存在している (金沢,2002)0
こうして,大まかには第二次予防よりも第一次予防
を,第一次予防の中でも教育的 ･臨床心理学的アプ
ローチよりも社会システム的 ･公衆衛生的アプローチ
を進めることが重要であるということになる｡
さて,このような視点で学校の現状を理解すると,
第一次予防では,社会システム的 ･公衆衛生的アプ
ローチよりもむしろ,もっぱら教育的 ･臨床心理学的
アプローチが行われていると理解することができる｡
その結果,例えば,学校ぐるみでSGEを取り入れた
河村 ･粕谷 (2007)の報告例のほか,同様の実践例は
多数存在し,効果を上げている学校や学級ももちろん
存在する｡また,岡安 ･高山 (2004)においては,中
学校での年間にわたるいじめ防止プログラムの実践と
その効果の検証を試みている｡そのプログラムは,敬
師だけでなく,生徒や保護者の,いじめに対する問題
意識を高め,正しい認識を形成することにウエイトを
置いた予防的プログラムである｡しかるに, ｢関係性
いじめの加害経験率が低下し,生徒のストレスはある
程度低減したものの,いじめ防止に関して全般的には
予測したほどの十分な効果は得られず,相当の労力を
費やしても短期間で直接的にいじめを減少させること
は困難であることが示された (岡安 ･高山,2004)｣
と報告されている｡もちろん,暴力･いじめ防止プロ
グラムの効果をレヴューした松尾 (2002)によれば,
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従来のプログラムによっては,女子には効果がなく,
男子のみに効果が見られるなどが報告されている｡プ
ログラム実施に関する問題点として,松尾 (2002)
は,一斉指導のかたちをとるので,必ずしも個人の
ニーズに応じたものとは限らないことなどを指摘す
る｡
あらためて,これらの教育的 ･臨床心理学的アプ
ローチの基本的スタンスを確認しておきたい｡金沢
(2002)によれば,それは,｢遺伝的 ･生理学的側
面,人格特性,信念,知識,経済状態,生育歴等,ひ
とりの個人ともうひとりの個人とを比べてどのような
違いがあるかを調べ,その個人差を変えようとする｡
- (中略)-その能力を個人カウンセリングや心理教
育的グループ等によって高めようとする｣アプローチ
である｡つまり,これらの教育的 ･臨床心理学的アプ
ローチは,個人のニーズにフイットしたとき,その効
果を見出すことができるといえよう｡
他方,社会システム的 ･公衆衛生的なアプローチ
は,｢個人の外にある要因を変えることを目的にしてい
る (金沢,2002)｣｡例えば,薬物依存 ･乱用者数はそ
の消費量と比例し,国の薬物規制の程度と反比例する
と考えられ どのような環境要因を調整するかによっ
てそれをコントロールしようとするようなアプローチ
であるという｡肺がん予防や羅患率の低減に向けて健
康増進法が施行されたり,たばこの消費量を抑えるな
いしは喫煙率を低下させるために,たばこ1箱の値段
を一気に引き上げる政策もそのひとつと言える｡
こうして,従来のアプローチのほとんどは,予防と
いうニュアンスからか,焦点は不適切な行動や篠患率
低下などにあてられ,もっぱら事態のマイナス状態へ
の進行を防止するという方向性を指していると言え
る｡そこには,プラス状態への志向性が強く打ち出さ
れているとは言い難い｡しかし,コミュニティ心理学
が ｢個人の内部 (パーソナリティ)の諸要因の改善だ
けでなく,個人を取り巻く環境的諸要因の意図的な操
作 ･変革を通して,当の個人と環境との間の適合性
(fit)を改善し,人々の適応や健康 ･福祉 ･達成を促
進するとともに,当該環境 (おもに社会環境または社
会体系)の効果性や健康度を向上させようとする組織
的な実践と研究の努力 (安藤,1989)｣と定義される
ことから考慮すると,全般的な心理学研究の動向と同
様に,まずはネガティヴな部分への注目がなされ,そ
の改善に焦点があてられてきたということであろうと
理解することができる｡つまり,まずは悪循環の除去
に焦点があてられ,現在にいたり,健康増進などのポ
ジテイヴな部分への志向性が起こりつつある段階と理
解できるのかもしれない｡
以上の観点から,当該小学校の実践を振り返ったと
き,子どもへの日常的な教師のかかわりにおいて,莱
は悪循環を引き起こしてしまうかかわりが混在してい
た (松崎,2008a)ことに気づくことができる｡すな
わち,子どもの不適切な言動を修正させようとして普
段の日常生活の中で教師が採用してきた注意 ･叱責な
どのかかわりが,場合によってはその子どもの関心を
引くという行動の目標を強化してしまう可能性や発達
障害児には二次障害を創出する可能性が存在している
ことなどである｡改善へ向けたアプローチを進めるに
当たって重要なことの一つは,その日常的なかかわり
における悪循環を断つことである｡その一方で,可能
な限り,良循環を創出することであると考える｡
当該小学校の取り組みは,次のようにまとめること
ができよう｡まず,教師の意識変革とともに適切なコ
ミュニケーション技法を学習することを可能にさせる
親学習プログラムSTEPは,教師に対しては教育的 ･
臨床心理学的アプローチがなされたことを意味し,敬
師個人にとっては子どもへのかかわりに対する適切な
かかわりと不適切なかかわりの混在化からの脱出に貢
献した可能性がある｡その教師の日常的な子どもへの
かかわりの積み重ねは,教師一子ども間関係の変革だ
けでなく子ども同士の関係性の変革,すなわち,社会
システム的 ･公衆衛生的アプローチが進められたこと
になったと考えられる｡そのことが,子どもたちのア
ンケートデータや学力テスト結果などからよりよい発
達支援に有効であったことが確認されたといえる｡
その意味では,日本の教育の苦戦状況を変革するこ
とのできる有力の方法のひとつが明確になったという
ことでもあるといえよう｡
今後の課題として,学力ないしは知能と人間関係を
媒介する要因および自尊感情の果たす役割などに関し
て,さらなる検討が必要である｡
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